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１  コンクール関連

最優秀賞 柳瀬　敦子 恭綺 矢板市 最優秀賞 柏渕 七海 日光市

優秀賞 河治　千里 晴真 大田原市 優秀賞 沼野 歩実 那須塩原市

〃 國保 奈穂美 蓮 小山市 〃 家 島 慶 宇都宮市

〃 矢吹　拓 芽生 宇都宮市 〃 山本 彩乃 鹿沼市

優良賞 池添　千智 雅人 真岡市 優良賞 亀田 紗花 栃木市

〃 小又　友紀 悠 日光市 〃 川上 百迦 塩谷町

〃 河田 真由美 摩唯 佐野市 〃 河野辺　朋加 茂木町

〃 黒浜 由加里 悠莉 鹿沼市 〃 草処 明璃 足利市

〃 佐藤　操 帆莉 宇都宮市 〃 菅生 智咲 佐野市

〃 立川　敏樹 優 足利市 〃 菅原 花柚 宇都宮市

〃 永嶋　学 芯 茂木町 〃 前 澤 拓 市貝町

〃 蓮見　悦雄 海翔 壬生町 〃 村上 璃桜 上三川町

《平成２５年度よい歯の図画・ポスター、作文、標語コンクール》

・歯と口の健康週間事業の一環として、小中学校の児童生徒から図画･ポスター、作文､標語を募集。

・平成２５年９月４日（水）審査会開催

○図画・ポスターコンクール

○作文コンクール

○標語コンクール

・第１次審査（市町）：３歳児健診結果の書類審査又は歯科診査により選出。
・第２次審査（宇都宮市・各広域健康福祉センター）：歯科・内科診査により選出。
・第３次審査（県）：７月３日（水）「とちぎ歯の健康センター」にて実施。歯科・内科診査によ
り、最優秀・優秀・優良を決定。

三歳児よい歯のコンクール親と子のよい歯のコンクール

　○結果

　 ２年　有吉  優依奈

　 ６年　石川　夢姫  

　 ３年　池沢　智穂実

《平成25年度親と子のよい歯のコンクール》
《平成25年度　三歳児よい歯のコンクール》

　○審査内容

小学校の部 　特選

小学校の部 　特選

　 ３年　須藤　亜絆　

中学校の部 　特選

足 利 市 立 富 田 小 学 校

栃 木 市 立 栃 木 南 中 学 校

　 ６年　清水　裕理　

　 ３年　佐々木　美波

　 １年　古川　拓    

  ６年　深澤　夢花 

佐 野 市 立 犬 伏 小 学 校

栃 木 市 立 寺 尾 中 学 校

　 ３年  岡田　理人  中学校の部 　特選

高 根 沢 町 立 西 小 学 校

那須烏山市立烏山小学校
小学校の部 　特選

足 利 市 立 北 郷 小 学 校

中学校の部 　特選

宇 都 宮 市 立 五 代 小 学 校

さ く ら 市 立 氏 家 中 学 校
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２　フッ化物洗口実施状況

平成20年度 平成22年度 平成24年度 平成20年度 平成22年度 平成24年度

北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県

全国

実施施設数 実施人数
都道府県名

施設における集団応用フッ化物洗口実態調査（都道府県）

(ＮＰＯ法人日本むし歯予防フッ素推進会議・ＷＨＯ口腔保健協力センター・公益財団法人８０２０推進財団共同調査より）
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平成20年度 平成22年度 平成24年度 平成20年度 平成22年度 平成24年度

宇都宮市

鹿沼市

日光市

真岡市

益子町

茂木町

市貝町

芳賀町

栃木市

小山市

下野市

上三川町

壬生町

野木町

岩舟町

大田原市

矢板市

那須塩原市

さくら市

那須烏山市

塩谷町

高根沢町

那須町

那珂川町

足利市

佐野市

合計

市町名
実施施設数 実施人数

施設における集団応用フッ化物洗口実態調査　（栃木県）

(ＮＰＯ法人日本むし歯予防フッ素推進会議・ＷＨＯ口腔保健協力センター・公益財団法人８０２０推進財団共同調査より）

２　フッ化物洗口実施状況

平成20年度 平成22年度 平成24年度 平成20年度 平成22年度 平成24年度

北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県

全国

実施施設数 実施人数
都道府県名

施設における集団応用フッ化物洗口実態調査（都道府県）

(ＮＰＯ法人日本むし歯予防フッ素推進会議・ＷＨＯ口腔保健協力センター・公益財団法人８０２０推進財団共同調査より）
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３ 歯科疾患実態調査 結果の概要について（厚生労働省） 

平成23年歯科疾患実態調査 

結果の概要について（発表） 

この調査は、わが国の歯科保健状況を把握し、今後の歯科保健医療対策の推進

に必要な基礎資料を得ることを目的に、昭和 年より 年ごとに実施している。

平成 年 月に実施した、第 回の調査結果の概要が、別紙のとおりまとま

ったので発表する。

この調査の結果から、 達成者（ 歳で 本以上の歯を有する者の割合）

は ％であり、平成 年の調査結果 ％から増加している。（ 達成者

は、 歳以上 歳未満、 歳以上 歳未満の数値から推計）

なお、この調査は、全国を対象として、平成 年国民生活基礎調査により設

定された単位区から無作為に抽出した 単位区内の世帯及び当該世帯の満

歳以上の世帯員を調査客体としており、今回の被調査者数は 人（男

人、女 人）であった。
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（1） 20歯以上の歯を有する者の割合

　図１　20歯以上有する者の割合

表１　20歯以上有する者の割合(%)

40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～69 70～74 75～79 80～84 85～
昭和62年
平成5年
平成11年
平成17年
平成23年

調査年
年齢階級(歳)

○　２０歯以上保有者率(２０歯以上の現在歯を有する者の割合)は、年齢が高いほど低く、７５
～８４歳では３８．３％であった

○　昭和６２年に１割未満であった７５～７９歳の年齢階級は、増加傾向にあるものの、２０歯
に満たない高齢者が依然として多数を占めている

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

70 

80 

90 

100 

40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～69 70～74 75～79 80～84 85～ 

２
０
歯
以
上
有
す
る
者
の
割
合

 

年齢(歳) 

昭和62年 平成5年 平成11年 平成17年 平成23年 (%) 

３ 歯科疾患実態調査 結果の概要について（厚生労働省） 

平成23年歯科疾患実態調査 

結果の概要について（発表） 

この調査は、わが国の歯科保健状況を把握し、今後の歯科保健医療対策の推進

に必要な基礎資料を得ることを目的に、昭和 年より 年ごとに実施している。

平成 年 月に実施した、第 回の調査結果の概要が、別紙のとおりまとま

ったので発表する。

この調査の結果から、 達成者（ 歳で 本以上の歯を有する者の割合）

は ％であり、平成 年の調査結果 ％から増加している。（ 達成者

は、 歳以上 歳未満、 歳以上 歳未満の数値から推計）

なお、この調査は、全国を対象として、平成 年国民生活基礎調査により設

定された単位区から無作為に抽出した 単位区内の世帯及び当該世帯の満

歳以上の世帯員を調査客体としており、今回の被調査者数は 人（男

人、女 人）であった。
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（2） 一人平均現在歯数の年次推移

図２　一人平均現在歯数（年齢階級、年次別）

表２　一人平均現在歯数の推移(本)

40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～69 70～74 75～79 80～84 85～
昭和62年
平成5年
平成11年
平成17年
平成23年

調査年
年齢階級(歳)

○　同じ調査年で年齢階級を比較すると、一人平均現在歯数は４０歳以上の年齢層では年齢が
高くなるほど少なかった

○　年齢階級ごとに調査年間比較すると、一人平均現在歯数は昭和６２年から増加傾向が続い
ている
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（3） 永久歯の健全歯、むし歯の処置・未処置の状況

図３　永久歯の健全歯、むし歯の処置・未処置の状況(平成23年）

表３　年齢階級別の健全歯数、処置歯数、未処置歯数および現在歯数
年齢階級
健全歯数
処置歯数
未処置歯数

現在歯数

○　年齢階級が上がるとともに、現在歯数は減少　

○　未処置歯数は、全年齢階級で１歯前後
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（4）　歯周病の状況

図４　4mm以上の歯周ポケットを持つ者の年次推移

表４　4mm以上の歯周ポケットを持つ者の割合の年次推移
15～24 25～34 35～44 45～54 55～64 65～74 75以上

平成11年
平成17年
平成23年

○　５４歳以下では、４㎜以上の歯周ポケットを持つ者の割合は、減少傾向

○　７５歳以上では、４㎜以上の歯周ポケットを持つ者の割合が増加

＊平成２３年度歯科疾患実態調査報告によると、対象となる歯が増加したことより４㎜以
上の歯周ポケットを持つ者の割合が増加したと述べている
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（5）　歯みがきの状況

図５　歯ブラシ使用状況の年次推移、回数別

表５　歯みがきの実施状況別の割合の年次推移
みがかない者 時々みがく者 1日1回 1日2回 1日3回以上

昭和62年
平成5年
平成11年
平成17年
平成23年

図６　歯みがきの状況（回数別）

○　１日２回以上歯をみがく者の割合が増加
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４ 栃木県民の歯及び口腔の健康づくり推進条例 

 

平成二十二年十二月二十一日 

栃木県条例第五十号 

栃木県民の歯及び口腔の健康づくり推進条例をここに公布する。 

栃木県民の歯及び口腔の健康づくり推進条例 

目次 

第一章 総則(第一条―第十条) 

第二章 基本計画(第十一条) 

第三章 基本的施策(第十二条―第十五条) 

附則 

 

第一章 総則 

 

(目的) 

第一条 この条例は、歯及び口腔の健康づくりの推進に関し、基本理念を定め、及び県の

責務等を明らかにするとともに、歯及び口腔の健康づくりの推進に関する施策の基本と

なる事項を定めることにより、歯及び口腔の健康づくりの推進に関する施策を、関連分

野における多様な主体の自律性を重んじつつ、総合的かつ計画的に推進し、もって県民

の生涯にわたる健康の保持及び増進に寄与することを目的とする。 

 

(基本理念) 

第二条 歯及び口腔の健康づくりは、歯及び口腔の健康が生涯にわたる健康の保持及び増

進に欠くことのできないものであって、脳血管疾患、虚血性心疾患、糖尿病その他の生

活習慣病の予防等に資するものであることにかんがみ、県民自らの歯及び口腔の健康づ

くりのための努力を基礎として、すべての県民が、その発達段階、年齢階層、心身の状

況等に応じて、良質かつ適切な歯科保健医療サービスの提供を受けることのできる環境

の整備が図られるようにすることを旨として、行われなければならない。 

 

(県の責務) 

第三条 県は、前条の基本理念(以下「基本理念」という。)にのっとり、歯及び口腔の健

康づくりの推進に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

2 県は、歯及び口腔の健康づくりの推進に関する施策を策定し、及び実施するに当たっ

ては、保健、医療、福祉、教育その他の関連分野における施策との有機的な連携が図ら

れるよう必要な配慮をしなければならない。 

 

(市町村との連携等) 

第四条 県は、市町村との連携を図りつつ、歯及び口腔の健康づくりの推進に関する施策

を確実かつ効果的に実施するよう努めるとともに、市町村において、当該地域の実情に

応じた歯及び口腔の健康づくりの推進に関する計画の策定並びに施策の実施が円滑にな

されるよう助言、情報の提供その他の措置を講ずるものとする。 

 

(県民の責務) 

第五条 県民は、基本理念にのっとり、自ら進んで、歯及び口腔の健康づくりについての
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関心と理解を深めるとともに、その発達段階、年齢階層、心身の状況等に応じて、歯及

び口腔の疾病及び異常の有無に係る定期的な検診、健康診査、歯科医療並びに保健指導

(以下「歯科検診等」という。)を受けることにより、生涯にわたって、歯及び口腔の健

康づくりに取り組むよう努めなければならない。 

 

(歯科医師等の責務) 

第六条 歯科医師、歯科衛生士、歯科技工士その他歯科医療又は歯科保健指導に係る業務

に従事する者は、基本理念にのっとり、県が実施する歯及び口腔の健康づくりの推進に

関する施策に協力するとともに、保健、医療、福祉、教育等に関する業務を行う関係機

関及び民間団体並びに当該業務に従事する者との連携を図ることにより、良質かつ適切

な歯科保健医療サービスを提供するよう努めなければならない。 

 

(保健、医療、福祉、教育等に関する業務を行う関係機関等の役割) 

第七条 保健、医療、福祉、教育等に関する業務を行う関係機関及び民間団体並びに当該

業務に従事する者は、県民が、その発達段階、年齢階層、心身の状況等に応じて、歯科

検診等を受けることのできる環境の整備を図る上で、その果たすべき役割の重要性にか

んがみ、基本理念にのっとり、歯及び口腔の健康づくりに関し、相互に連携を図りなが

ら協力するよう努めるものとする。 

 

(事業者の役割) 

第八条 事業者は、基本理念にのっとり、当該事業所において雇用する従業員の歯科検診

等を受ける機会の確保を図ることその他当該従業員の歯及び口腔の健康づくりの取組の

支援に努めるものとする。 

 

(財政上の措置等) 

第九条 県は、歯及び口腔の健康づくりの推進に関する施策を総合的に策定し、及び実施

するため必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

(年次報告等) 

第十条 知事は、毎年、県議会に、歯及び口腔の健康づくりの状況並びに県が歯及び口腔

の健康づくりの推進に関して講じた施策に関する報告を提出しなければならない。 

2 知事は、毎年、前項の報告に係る歯及び口腔の健康づくりの状況を考慮して講じよう

とする施策を明らかにした文書を作成し、これを県議会に提出しなければならない。 

 

第二章 基本計画 

 

第十一条 知事は、歯及び口腔の健康づくりの推進に関する施策の総合的かつ計画的な推

進を図るため、歯及び口腔の健康づくりの推進に関する基本的な計画(以下この条におい

て「基本計画」という。)を定めなければならない。 

2 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 歯及び口腔の健康づくりの意義及び目標に関する事項 

二 歯及び口腔の健康づくりの推進に関し、県が総合的かつ計画的に講ずべき施策に関

する事項 

三 前二号に掲げるもののほか、歯及び口腔の健康づくりの推進に関する重要事項 

3 基本計画は、健康増進法(平成十四年法律第百三号)第八条第一項に規定する都道府県健

 

 

４ 栃木県民の歯及び口腔の健康づくり推進条例 

 

平成二十二年十二月二十一日 

栃木県条例第五十号 

栃木県民の歯及び口腔の健康づくり推進条例をここに公布する。 

栃木県民の歯及び口腔の健康づくり推進条例 

目次 

第一章 総則(第一条―第十条) 

第二章 基本計画(第十一条) 

第三章 基本的施策(第十二条―第十五条) 

附則 

 

第一章 総則 

 

(目的) 

第一条 この条例は、歯及び口腔の健康づくりの推進に関し、基本理念を定め、及び県の

責務等を明らかにするとともに、歯及び口腔の健康づくりの推進に関する施策の基本と

なる事項を定めることにより、歯及び口腔の健康づくりの推進に関する施策を、関連分

野における多様な主体の自律性を重んじつつ、総合的かつ計画的に推進し、もって県民

の生涯にわたる健康の保持及び増進に寄与することを目的とする。 

 

(基本理念) 

第二条 歯及び口腔の健康づくりは、歯及び口腔の健康が生涯にわたる健康の保持及び増

進に欠くことのできないものであって、脳血管疾患、虚血性心疾患、糖尿病その他の生

活習慣病の予防等に資するものであることにかんがみ、県民自らの歯及び口腔の健康づ

くりのための努力を基礎として、すべての県民が、その発達段階、年齢階層、心身の状

況等に応じて、良質かつ適切な歯科保健医療サービスの提供を受けることのできる環境

の整備が図られるようにすることを旨として、行われなければならない。 

 

(県の責務) 

第三条 県は、前条の基本理念(以下「基本理念」という。)にのっとり、歯及び口腔の健

康づくりの推進に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

2 県は、歯及び口腔の健康づくりの推進に関する施策を策定し、及び実施するに当たっ

ては、保健、医療、福祉、教育その他の関連分野における施策との有機的な連携が図ら

れるよう必要な配慮をしなければならない。 

 

(市町村との連携等) 

第四条 県は、市町村との連携を図りつつ、歯及び口腔の健康づくりの推進に関する施策

を確実かつ効果的に実施するよう努めるとともに、市町村において、当該地域の実情に

応じた歯及び口腔の健康づくりの推進に関する計画の策定並びに施策の実施が円滑にな

されるよう助言、情報の提供その他の措置を講ずるものとする。 

 

(県民の責務) 

第五条 県民は、基本理念にのっとり、自ら進んで、歯及び口腔の健康づくりについての
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康増進計画、医療法(昭和二十三年法律第二百五号)第三十条の四第一項に規定する医療

計画、老人福祉法(昭和三十八年法律第百三十三号)第二十条の九第一項に規定する都道

府県老人福祉計画及び介護保険法(平成九年法律第百二十三号)第百十八条第一項に規定

する都道府県介護保険事業支援計画その他の法律の規定による計画であって保健、医療

又は福祉に関する事項を定めるものとの調和が保たれたものでなければならない。 

4 知事は、基本計画を定めようとする場合において、必要があると認めるときは、あら

かじめ、市町村の長及び歯科保健医療サービスに関して学識経験を有する者の意見を聴

くものとする。 

5 知事は、基本計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

6 知事は、歯科保健医療サービスをめぐる情勢の変化を勘案し、並びに歯及び口腔の健

康づくりの推進に関する施策の効果に関する評価を踏まえ、おおむね五年ごとに、基本

計画を変更するものとする。 

7 第四項及び第五項の規定は、基本計画の変更について準用する。 

 

第三章 基本的施策 

 

(調査研究等) 

第十二条 県は、歯及び口腔の健康づくりの推進に関する施策を効果的かつ適正に実施す

るため、歯及び口腔の健康づくりの方策並びに歯及び口腔の健康と心身の健康の保持及

び増進との関係に関する事項について、調査研究及びその成果の普及並びに情報及び資

料の収集、整理、分析及び提供に努めるものとする。 

 

(学習の機会の提供等) 

第十三条 県は、歯及び口腔の健康が生涯にわたる健康の保持及び増進に欠くことのでき

ないものであることについての県民の関心及び理解を深め、県民自らの歯及び口腔の健

康づくりのための努力を促進するため、学校、家庭、地域、職域その他の様々な場にお

いて、多様な学習の機会の提供、知識の普及、相談体制の整備その他の必要な措置を講

ずるとともに、県民が、その発達段階、年齢階層、心身の状況等に応じて、歯科検診等

を受けることが促進されるよう必要な措置を講ずるものとする。 

 

(連携協力体制の強化等) 

第十四条 県は、歯及び口腔の健康づくりによる県民の生涯にわたる健康の保持及び増進

を図るため、保健、医療、福祉、教育等に関する業務を行う関係機関及び民間団体との

連携協力体制の強化に努めるとともに、当該業務に従事する者に対する研修の実施その

他の資質の向上を図るための措置を講ずるものとする。 

 

(要介護者等に係る歯科検診等の機会の確保等) 

第十五条 県は、身体上又は精神上の障害があるため常時又は随時の介護を要する状態に

ある者その他の者であって歯科検診等を受けることが困難な状況にあるものについて、

歯科検診等を受けることができる機会を確保し、及び提供するための環境の整備その他

の措置を講ずるものとする。 

 

附 則 

この条例は、平成二十三年四月一日から施行する。 
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